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公共施設等総合管理計画 

 

地方自治体の行財政運営をとりまく状況については、社会情勢による人口減少が一層

深刻であり、本町においても避けられぬ大きな課題となっております。また、高齢化社

会を支える環境整備やデジタル技術の適切な活用と言った行政サービスの拡充も求め

られていると捉えております。 

本町における財政状況の面では、依然厳しさが続くものと予想され、行政サービスの

維持向上を目指し、経常経費の縮減と必要財源の確保をもって、安心できる生活環境の

提供に努めていかなければなりません。 

そのような中であるからこそ、公共施設のあり方としては、ニーズへの適切な対応を

図りながら、維持管理の効率化による費用の縮減や、賃貸・売却による歳入確保などの

取り組みが強く求められております。 

こうした背景から、「最上町行財政改革プラン」の中に「公共施設等総合管理計画」

の活用を明記し、社会環境の変化や地域特性に応じた行政サービスの提供と安定した財

政運営を両立させるため、保有する公共施設を総合的に把握し、当町における総合的な

管理運用を実施していくこととしております。 

公共施設の最適な維持管理と活用を行い、求められる機能を今後も維持した上で、財

政負担の縮減を図り、町民ニーズに対応した行政サービスの提供を目的とし、平成 29

年 3 月に公共施設等総合管理計画を初めて策定いたしました。これまでも、本計画を土

台として公共施設の更新や統廃合を進めるとともに、道路や水道管といったインフラ資

産の維持修繕に係る各種計画の策定においても、本計画を基軸としております。 

一層厳しさを増す行財政運営の中にあっても、公共施設等の更新・長寿命化・統廃合

等を計画的に行うため、財政負担の軽減を期しつつ、この度、公共施設の管理・長寿命

化の方針を新たにし、公共施設等総合管理計画を改訂いたします。 

 

令和６年 ３月 

最上町長  髙 橋  重 美  
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町の概要 
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町の概要 

１ 位置・面積 

（１）位置・地勢 

最上町は山形県の北東部に位置し、北部は秋田県湯沢市、東部は宮城県大崎市等４市２

町と隣接する県境の町です。南北 ２８ ㎞・東西 ２４ ㎞、総面積は ３３０.２７k ㎡ で

あり、中央部には小国盆地が開けているものの、大部分は四方を奥羽山脈に属する １,００

０m 級の山岳に囲まれた山岳・丘陵地帯で、山林が町土の約 ８０％を占めています。気候

的には寒冷多雨で、夏季には東風が吹き抜け、冬季は多雪であり、四方が峰によって遮ら

れているため、かつては『小国郷』と呼ばれ、ひとつの「独立圏」を形成してきました。 

基幹産業は稲作を中心とした農業で、畜産や園芸作物を組み合わせた複合経営が進めら

れています。また、豊富な温泉資源や高原（牧場）を利用した観光に力を入れており、県

内外から多くの観光客を呼んでいます。また町内は行政区として向町地区、富沢地区、大

堀地区があり、人口は７，７２０人です。（令和５年３月３１日現在） 
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町の概要 

（２）土地利用 

令和４年における最上町の面積は３３０.３７ｋ㎡で、内訳は山林８0.6%、田７%、

原野２.４%、畑 0．9％、その他 7%となっています。最も多くを占める山林は約８０%

が国有林、約２０%が民有林となっており、最上町におけるバイオマス産業の一助を担

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     
（資料：固定資産概要調書） 

 

（単位：㎡） 
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町の概要 

２ 産業 

最上町における産業構成は第１次産業が１８.１%、第２次産業が３３.２%、第３次

産業が４８.０%となっており、第１次産業の全国平均３.４%に対して１８.１%と約５

倍の数値となっていることからも、基幹産業が農業であることがわかります。 

また、第３次産業の中でも赤倉温泉、大堀温泉、瀬見温泉を利用したサービス業に力

を入れており、これら三つの温泉地区にはそれに伴う産業が発展しています。 

しかし、２００５年からの推移をみると、下記のように推移はしているものの、人口

減少や少子高齢化の影響に伴い、全体総数として減少傾向にあります。 

 

 

産業大分類別就業者数（１５歳以上） （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：国勢調査） 
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町の概要 

３ 人口 

本町の人口は、昭和３０年の国勢調査における１７，５８３人をピークに、その後は

一貫して減少しており、令和２年の国勢調査では８，０８０人となっています。また、

児童数は昭和５０年からの集計となり、６０年代にかけて一時増加しましたが、平成に

入り再び減少、65 歳以上の高齢化率も４０％となり、少子高齢化が深刻な問題となっ

ています。 

住民基本台帳による人口の推移をみると、平成２８年（２０１６年）から、令和２年

（２０２０年）までの５か年の人口は、１５歳未満人口で６３人、１５～６４歳では２

８７人減少する一方で、６５歳以上人口は２１３人増加しており、少子高齢化の進行が

見受けられます。この傾向は今後加速していくことが予想されます。 

 

最上町の人口推移（まち・ひと・しごと創生総合戦略人口ビジョン） 

 

 

 

 

 

 

（資料：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」） 
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町の概要 

年齢 3 区分別人口の推移と将来推計 

 

 

 

 

 

 

 

過去 5 ヵ年の年齢別人口（3 区分構成比）の推移 
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町の概要 

４ 財政状況 

（１）財政の現状と今後の見通し 

本町の財政状況は、年度による変動があるものの、概ね歳入歳出ともに決算値では７

０億円前後で推移しています。自主財源の根幹である地方税収入の増加は期待できにく

い中で、地方交付税の伸びにも支えられ、公債費については抑制に努めてきました。し

かしその一方で、各特別会計への繰出金の増加（補助費等を含む）や社会保障施策に係

る扶助費の増加などがみられ、依然厳しい財政状況となっています。 

昨今は、感染症や物価高騰に対応する臨時交付金等の交付により、歳入に占める国県

支出金の割合が大きくなり、歳出面においてもそれら事業に係る経費が増加しています。 

財政の見通しについては、歳入の面では地方税収入の減少、歳出面では公共インフラ

の更新経費、社会保障関係経費の増加などが見込まれることから、財政運営は今後一層

厳しい状態で推移するものと予測されます。 

 

【歳入】 
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3,535 3,530 

1,282 
852 

910 1,018 854 699 857 
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（百万円） 
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町の概要 

【歳出】 

 

 

 

 

 

 

【歳出の項目別内訳】 
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町の概要 

（２）有形固定資産減価償却率の推移 

有形固定資産減価償却率は、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を

算出することにより、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを全

体として把握することが可能となる指標です。 

令和 3 年度の所有資産全体の有形固定資産（償却資産）額 447.8 億円のうち、減価

償却累計額が 314.7 億円で、有形固定資産減価償却率は 70.3％となっています。 

（単位：百万円） 

 H28 

(2016) 

H29 

(2017) 

H30 

(2018) 

R1 

(2019) 

R2 

(2020) 

R3 

(2021) 

減価償却累計額 24,264 23,479 24,219 24,986 30,543 31,468 

有形固定資産 

（償却資産）額 
33,552 34,119 34,590 35,079 53,288 44,778 

未償却残高 9,288 10,641 10,371 10,093 22,745 13,309 

有形固定資産減

価償却率 
72.3% 68.8% 70.0% 71.2% 57.3% 70.3% 

 

 

 

 

 

 

  



第２章 

12 

 

公共施設等の現状と将来の見通し 
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公共施設等の現状と将来の見通し 

１ 対象施設について 

本管理計画では町が所有するすべての施設を対象とし、建物系公共施設（ハコモノ）、

土木系公共施設（インフラ）、特別会計施設の３つに分類し整理します。 

 さらに建物系公共施設（ハコモノ）は機能別に行政系施設、保健・福祉施設、子育て

支援施設、学校教育系施設、町民文化系施設、社会教育系施設、スポーツ･レクリエー

ション系施設、産業系施設、公営住宅、供給処理施設、その他の、１１種類に分類し、

土木系公共施設は、道路（橋梁含む）、特別会計施設は、上水道施設、下水道施設、病

院関連施設に分類し整理します。 
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公共施設等の現状と将来の見通し 

主要施設は以下の通りです（令和 4 年度末現在の状況より）。 

【施設分類と主要施設】 

類型区分 大分類 中分類 主な施設 

建物系公共

施設 

行政系施設 

庁舎等 役場庁舎、車庫、倉庫 

消防施設 消防自動車車庫 

その他 除雪センター 

保健・福祉施設 

高齢者福祉施

設 

ふれあいの里介護施設、ふれあいの

里ゲートボールセンター、高齢者総

合福祉センター、高齢者生活福祉セ

ンター 

保健施設 健康センター 

子育て支援施設 

こども園 
あたごこども園、子育て支援センタ

ー 

幼稚園 あかくら幼稚園 

保育所 大堀保育所、旧みつわ保育所 

学校教育系施設 
学校 

向町小学校、大堀小学校、最上中学

校 

その他 給食センター、みつわ幼稚園 

町民文化系施設 集会施設 

中央公民館、向町地区公民館、大堀

地区公民館、白川端分館、富沢地区

公民館、富沢分館、お湯トピアもが

み、赤倉分館、集落公民館分館、セ

ミナーハウス、みんなの家 

社会教育系施設 博物館系 
封人の家、地域間交流施設（冒険学

校）、文化財貯蔵庫 

スポーツ・レク

リエーション系

施設 

観光施設 

前森高原交流施設、赤倉温泉スキー

場施設、農遊館、ゆけむり館、せみ

の湯 
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公共施設等の現状と将来の見通し 

類型区分 大分類 中分類 主な施設 

建物系公共

施設 

スポーツ・レク

リエーション系

施設 

スポーツ施設 
最上西公園施設、温水プール、町民

体育館、旧小学校屋内運動場 

保養施設 簡易宿泊施設（りんどう） 

産業系施設 産業系施設 

産業振興センター、水上倉庫、いき

いきハウス、前森牧場乾草施設、み

つざわ未来創造館らいず 

公営住宅 
公営住宅 集合住宅、戸建て住宅 

特定住宅 戸建て住宅 

供給処理施設 供給処理施設 バイオマスチップボイラ施設 

その他 その他 公衆トイレ、旧小学校 

特別会計施

設 

上水道施設 上水道施設 広域水道施設、簡易水道施設 

下水道施設 下水道施設 
下水道処理施設、農業集落排水処理

施設 

病院施設 病院施設 

最上病院、老人保健施設やすらぎ、

グループホームやすらぎの家、医師

住宅 
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公共施設等の現状と将来の見通し 

２ 施設の現状 

（１）建物系公共施設 

① 建物系公共施設の数量 

本町が所有する建物系公共施設は令和 4 年度末時点で 146 施設、延床面積は

86,669 ㎡です。 

 

【建物系公共施設の保有量】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施設数
延床面積

(㎡)
施設数

延床面積

(㎡)
施設数

延床面積

(㎡)

庁舎等 4 4,758 6 4,222 2 ▲ 536

消防施設 2 135 3 162 1 27

その他 1 344 1 344 0 0

高齢者福祉施設 2 4,087 3 2,149 1 ▲ 1,939

保健施設 1 2,057 5 3,884 4 1,827

こども園 1 1,613 4 1,610 3 ▲ 3

幼稚園 2 2,088 1 327 ▲ 1 ▲ 1,761

保育所 1 864 2 1,070 1 206

学校 10 31,622 4 17,635 ▲ 6 ▲ 13,987

その他 2 1,216 3 3,547 1 2,331

町民文化系施設 集会施設 45 11,529 49 15,986 4 4,457

社会教育系施設 博物館系 3 1,139 4 1,173 1 34

観光施設 2 3,510 7 6,194 5 2,684

スポーツ施設 2 4,691 10 8,788 8 4,097

保養施設 2 3,027 1 981 ▲ 1 ▲ 2,046

産業系施設 産業系施設 5 6,995 5 8,096 0 1,102

公営住宅 15 6,877 16 7,158 1 281

特定住宅 3 720 6 848 3 128

供給処理施設 供給処理施設 1 388 2 409 1 21

その他 その他 10 718 14 2,086 4 1,368

計 114 88,378 146 86,669 32 ▲ 1,709

公営住宅

差分H26年度末 R4年度末

行政系施設

保健・福祉施設

施設分類

スポーツ・レクリエー

ション系施設

子育て支援施設

学校教育系施設
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公共施設等の現状と将来の見通し 

② 施設分類別延床面積 

町で所有する施設のうち、学校教育系施設の延床面積が最も広く、全体の２４.

４%となり、続いて町民文化施設、スポーツ・レクリエーション系施設がともに１

８.４%、産業系施設が９．３％を占めています。また、4 つの小学校の閉校に伴

い、旧小学校施設を前述の施設用途にも新たに活用しています。 

【施設類型別延床面積（令和 4 年度）】 

③  築年度別延床面積 

本町が所有する公共施設の総延床面積は約 8.7 万㎡となっています。面積割合の

大きい学校施設を設置した年度に、整備面積が集中する傾向にあります。（昭和５

８年富沢小学校、昭和５９年赤倉小学校、昭和６０年最上中学校）又、ウエルネス

プラザを整備した平成５年・平成６年も、整備面積が大きくなっています。 

  

延床面積 86,669 ㎡ 
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公共施設等の現状と将来の見通し 

【年度別施設整備延床面積】

 

※建築年度不明は旧十日町公民館及び旧最上ゴルフ場 

 

新耐震基準が導入された昭和５６年（１９８１年）５月３１日以前に建築された

施設の延床面積は１６,９１０㎡であり、全体の１７.９%になります。内、耐震改

修促進法における耐震化未実施の町有施設は絹出団地、赤倉団地の２施設で、その

他は概ね建替えや改修が進んでいます。なお、上記の２施設についても、今後耐震

能力の確認も行いながら、適切に対処していきます。 
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公共施設等の現状と将来の見通し 
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公共施設等の現状と将来の見通し 

（２）土木系公共施設 

① 道路 

町道、農道の路線数、延長距離は次の通りです。 

【道路延長距離】 

 町道 農道 

路線数 １７１路線 ２路線 

規格改良済延長 ８６，６５７．７ｍ １，１４８．０ｍ 

未改良延長 ４０，６１３．４ｍ ３，６０７．６ｍ 

総延長 １２７，２７１．１ｍ ４，７５５．６ｍ 

② 橋梁 

橋梁の数、延長距離は次の通りです。 

 町道 

橋梁数 ６７か所 

橋梁延長 １，５０４．６ｍ 
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公共施設等の現状と将来の見通し 

（３）企業会計施設 

① 上水道 

広域水道・簡易水道の管路延長は次の通りです 

管種 延長 

ダクタイル鋳鉄管 ４７，２８０ｍ 

硬質塩化ビニル管 ４６，７４２ｍ 

ポリエチレン管 ２，７８２ｍ 

石綿セメント管 ３，８０４ｍ 

総延長 １００，６０８ｍ 

② 下水道 

下水道・農業集落排水の管路延長は次の通りです 

管種 延長 

硬質塩化ビニル管 ３１，５２１ｍ 

ヒューム管 ６９０ｍ 

総延長 ３２，２１１ｍ 
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公共施設等の現状と将来の見通し 

３ 将来の更新費用の見通し 

総務省提供の公共施設等更新費用試算ソフトを使用し、今後４０年間の更新費用を算

出しています。なお、更新費用算出については、各施設の建物、公園、道路、橋梁、上

下水道管渠を対象とし、売却可能資産は更新見込がないものとして、更新費用算出の対

象とはしていません。 

（１）建物系公共施設の更新費用 

① 従来型試算の前提条件 

ⅰ 更新費用 

更新費用の算出方法施設等の延床面積をもとに、次の単位面積当たり更新費用

を乗じて算出しています。 

【建替単価】 

町民文化系、社会教育系、行政系等施設 ４００千円／㎡ 

スポーツ･レクリエーション系等施設 ３６０千円／㎡ 

学校教育系、子育て支援施設等 ３３０千円／㎡ 

公営住宅 ２８０千円／㎡ 

 

【大規模改修単価】 

町民文化系、社会教育系、行政系等施設 ２５０千円／㎡ 

スポーツ･レクリエーション系等施設 ２００千円／㎡ 

学校教育系、子育て支援施設等 １７０千円／㎡ 

公営住宅 １７０千円／㎡ 
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公共施設等の現状と将来の見通し 

 

ⅱ 建替 

建替は建築後６０年経過後に実施するものとし、既存と同様の延床面積を再建築

することを想定しています。また、建替期間を３年とし、３年間均等に費用を見積

もっています。ただし、試算時点において更新時期が到来している場合は、試算時

点より１０年間均等に費用が発生するものとして試算しています。 

ⅲ 大規模改修 

大規模修繕は建築後３０年経過後に実施するものとし、更新単価は建替の約６割

の金額を想定しています。また、大規模修繕期間を２年とし、２年間均等に費用を

見積もっています。ただし、試算時点において修繕時期が到来している場合は、試

算時点より１０年間均等に費用が発生するものとして試算しています。 

② 長寿命化型試算の前提条件 

①の従来型試算に加え、「最上町個別施設計画」の各施設の今後の施設の具体的

な方向性の内容を反映し、試算しています。 

取り組み方針 試算方法 

維持管理 個別施設計画の計画期間である R9 年度までの費用削除。 

修繕 大規模改修の金額を実施年度に移動。 

譲渡 実施年度以降、更新費用削除。 

除却 30,000 円/㎡の解体費用を計上。 

 

さらに、「学校施設長寿命化計画」のを計上しています。 
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公共施設等の現状と将来の見通し 

③ 建物系公共施設の更新費用 

町で所有する建物系公共施設を、現状規模のまま保有し、大規模修繕、更新を行

った場合、今後４０年間で総額４２３.３億円、単年度平均にすると１０.６億円の

費用がかかる試算となっています。 

個別施設計画に基づき長寿命化等を実施した場合は、今後４０年間で２８０.７

億円（平均７.０億円/年）の費用がかかる試算となります。 

【建物系公共施設更新費用】 

（従来型試算） 

 

 

 

 

 

 

 

（長寿命化型試算） 

 

 

 

 

 

  

 

40 年間総額 423.3 億円 

平均 10.6億円／年 

40 年間総額 280.7 億円 

平均 7.0億円／年 
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公共施設等の現状と将来の見通し 

（２）道路の更新費用 

① 前提条件 

道路については、整備面積を更新年数で割った面積を１年間の舗装部分の更新量

と仮定し、次の更新単価を乗じることにより、更新費用を算出しています。更新年

数については、舗装の打換えについて算定することがより現実的と考えられること

から、舗装の耐用年数の１０年と舗装の一般的な供用寿命の１２年～２０年である

ことを踏まえ１５年とします。したがって、全整備面積を１５年で割った面積の舗

装部分を毎年更新していくと仮定しています。 

【道路更新単価】 

一般道路 ４,７００円／㎡ 

 

② 道路の更新費用 

町で所有する道路を、現状規模のまま保有し、更新を行った場合、今後４０年間

で総額８７．４億円、単年度平均にすると２.２億円の費用がかかる試算となって

います。 

【道路更新費用】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

今後の事業費として１年あたり 1 億円を想定。 

（過去 5 年の舗装修繕等に係る事業費より算出） 

0.0
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1.5

2.0

2.5

H30

(2018)

R3

(2021)

R6

(2024)

R9

(2027)

R12

(2030)

R15

(2033)

R18

(2036)

R21

(2039)

R24

(2042)

R27

(2045)

R30

(2048)

R33

(2051)

R36

(2054)

R39

(2057)

R42

(2060)
用地取得分 既存更新分 新規整備分 更新費用 直近過去年度平均

（億円）

40年間総額 87.4億円 

平均 2.2億円／年 
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公共施設等の現状と将来の見通し 

（３）橋梁の更新費用 

① 前提条件 

橋梁については、更新年数経過後に更新すると仮定し、道路橋の工事実績（道路

橋年報）より、次の更新単価を乗じることにより、更新費用を算出しています。更

新年数については、建築後６０年経過後に更新するものとし、既存と同様の面積を

再建築することを想定しています。 

【橋梁更新単価】 

橋梁 ４４８,０００円／㎡ 

② 橋梁の更新費用 

町で所有する橋梁を、現状規模のまま保有し、更新を行った場合、今後４０年間

で総額３１．６億円、単年度平均にすると０.８億円の費用がかかる試算となって

います。 

【橋梁更新費用】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

今後の事業費として１年あたり 2,500 万円を想定。 

（過去 5 年の修繕等に係る事業費より算出） 
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H30
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(2027)
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(2033)
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(2036)
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(2039)

R24

(2042)

R27

(2045)

R30

(2048)
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(2051)

R36
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(2057)

R42

(2060)

用地取得分 既存更新分 新規整備分 年度更新整備 耐用年数越え整備 年度不明分整備 直近過去年度平均

（億円）

40 年間総額 31.6億円 

平均 0.8億円／年 
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公共施設等の現状と将来の見通し 

（４）上水道の更新費用 

① 前提条件 

上水道管渠については、管種管径別総延長を更新年数で割った延長を１年間の更

新量と仮定し、次の更新単価を乗じることにより、更新費用を算出しています。更

新年数については、整備後４０年経過後に更新するものとし、既存と同様の延長を

布設替えすることを想定しています。 

【上水道更新単価】 

導水管 及び 送水管 ～３００mm 未満 １００千円／m 

配水管 ～１５０mm 以下 ９７千円／m 

② 上水道の更新費用 

町で所有する上水道を、現状規模のまま保有し、更新を行った場合、今後４０年

間で総額９７．７億円、単年度平均にすると２.４億円の費用がかかる試算となっ

ています。 

【上水道更新費用】 

 

 

 

 

 

 

 

（５）下水道の更新費用 

   

0.0
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(2045)
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R42

(2060)
用地取得分 既存更新分 新規整備分 更新費用 直近過去年度平均

（億円）

40年間総額 97.7億円 

平均 2.4億円／年 

今後の事業費として１年あたり約 6,000 万円を想定。 

（最上町水道事業経営戦略より算出） 
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公共施設等の現状と将来の見通し 

① 前提条件 

下水道については、総延長を更新年数で割った延長を１年間の更新量と仮定し、

次の更新単価を乗じることにより、更新費用を算出しています。更新年数について

は、整備後５０年経過後に更新するものとし、既存と同様の延長を更生工法により

管の更生をすることを想定しています。 

【下水道更新単価】 

更新単価 
１２４,０００円／ｍ 

② 下水道の更新費用 

町で所有する下水道を、現状規模のまま保有し、更新を行った場合、今後４０年

間で総額２９.７億円、単年度平均にすると０.７億円の費用がかかる試算となって

います。 

【下水道更新費用】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

今後の事業費として１年あたり約 4,300 万円を想定。 

（「最上町下水道事業経営戦略」「特定地域生活排水事業経営戦略」「農業集落排

水事業経営戦略」より算出） 

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

H30

(2018)

R3

(2021)

R6

(2024)

R9

(2027)

R12

(2030)

R15

(2033)

R18

(2036)

R21

(2039)

R24
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R42

(2060)
用地取得分 既存更新分 新規整備分 更新費用 直近過去年度平均

（億円）

40年間総額 29.7億円 

平均 0.7 億円／年 
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公共施設等の現状と将来の見通し 

（６）公共施設全体の更新費用 

① 公共施設全体の更新費用 

公共施設全体での、個別施設計画や今後の事業費想定の費用を合計すると４０年

間で３５９．７億円、単年度平均にすると９．０億円となります。 

【公共施設全体の更新費用】 
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建物系公共施設 道路 橋梁 上水道 下水道

（億円） 40 年間総額 359.7 億円 

平均９．０ 億円／年 
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公共施設等の現状と将来の見通し 

② 直近の修繕更新実績額と今後の更新費用試算額との比較 

平成３０年度から令和４年度にかけた投資的経費の単年度平均額と、今後４０年

間の更新費用の単年度平均額とを比較してみると、今後は従来の２.１４倍の更新

費用が必要となる結果となっています。 

【更新費用実績額試算額比較】 

区 分 

直近５年実績額 

個別施設計画等の 

今後の事業費想定額 

比率 

B/A 

単年度平均 A 単年度平均 B 

公共施設 ３.９億円 ７.０億円 １７８％ 

道 路 ０.７億円 ０.７億円 ９４％ 

橋 梁 ０.２億円 ０.３億円 １０６％ 

上 水 道 ０.３億円 ０.６億円 １８７％ 

下 水 道 ― ０.４億円 ― 

合 計 ５.２億円 ９.０億円 １７２％ 
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公共施設等の現状と将来の見通し 

③ 人口当たり更新費用 

町民一人あたりの更新費用を見てみると、直近 5 年間平均から算定した場合では、

４.２万円/人でしたが、令和１７年（２０３５年）には、１３．８万円/人となり、

現在の約３．１倍の負担となる計算となります。 

【人口一人当たり更新費用】 

年 度 
公共施設全体の 

年間更新費用 
人口推計 

１人あたり 単年度
更新費用 

直近 5 年間 

平均 
３.９億円 ９,４１６人 ４.２万円/人 

平成２７年 

（２０１５年） 
９.０億円 ９,０５５人 ９.９万円/人 

令和２年 

（２０２０年） 
９.０億円 ８,２９６人 １０.８万円/人 

令和７年 

（２０２５年） 
９.０億円 ７,６１９人 １１.８万円/人 

令和１２年 

（２０３０年） 
９.０億円 ７,０４５人 １２.８万円/人 

令和１７年 

（２０３５年） 
９.０億円 ６,５０４人 １３.８万円/人 

令和３７年 

（２０５５年） 
９.０億円 ４,４６３人 ２０.２万円/人 

※人口推計は「最上町人口ビジョン（平成２７年１０月）」の最上町独自推計に基づい

ています。 
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１：公共施設等管理計画策定の背景と目的 

本町では、急速な人口減少や少子高齢化により、厳しい財政状況が続く中、公共施設

の老朽化に係る経費は大きな負担となっております。既存の公共施設等の利用状況も含

め町全体の施設状況を把握し、長期的な視点で、更新・統合・長寿命化対策が大きな課

題となっております。 

国は、平成２５年１１月には「インフラ長寿命化基本計画」を決定し、インフラ整備

に係る行動計画を策定するとともに、平成２６年４月２２日に「公共施設等の総合的か

つ計画的な管理の推進について」の総務大臣通知により、今後の人口減少等により公共

施設等の利用需要が大きく変化していくことを踏まえ、全庁的な公共施設の管理につい

て計画を策定することを地方公共団体に要請しました。 

 これを受け、町では所有する公共施設等の現状と課題を整理し、将来のあり方に対す

る基本方針を定め、公共施設等の総合的かつ計画的な管理を行い、公共施設等に求めら

れる安全・機能を今後も確保した上で、財政負担の縮減による多様な町民ニーズに対応

した行政サービスの財源の確保を目指すことを目的とし「最上町公共施設等総合管理計

画」を策定しました。個別施設計画の策定や管理計画の推進を踏まえ、令和 4 年 4 月

に「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針」が改訂されたことから、本計画

を改訂します。 

 

２：計画期間 

 本計画は、中長期的な視点から策定する必要があることから、次の通りの期間としま

す。 

 ■将来推計・・・・・平成２７年度から令和３７年度までの４０年間 

 ■計画期間・・・・・平成２９年度から令和９年度までの１０年間 

 

３：取組体制 

 現在は、各担当課において所管施設ごとに管理されており、各施設・資産等を町全体

で総合的に把握する体制となっておりませんでした。そのため本計画では、町所有の施
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設全体を総合的に管理し、より効率的に維持管理するため、各課連携により全庁的な取

組体制を構築します。 

 

４：公共施設における現状と課題 

 これまで記述してきたとおり、現在、本町が所有している公共施設の比較的大きな施

設については、昭和５０年から平成１０年にかけて建築されています。これらの施設を

現状のまま維持・更新し続けていく場合、更新費用は非常に多額のものとなります。 

また、今後益々進む少子高齢化による人口減少動向により、今後の財源確保が厳しい

ものになることが予想されます。全ての公共施設を現状のまま更新していくことは、非

常に困難と言えます。人口動向や施設の利用状況を視野に入れ、真に町民にとって必要

不可欠な施設については、持続可能で健全な維持管理を行っていきます。町民の満足度

や安全性に配慮された公共サービスに努めつつ、町民の将来負担をできる限り減少させ

る方法を検討していきます。 

 

５：公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

 現在の公共施設等の状況を正確に把握しつつ、その質を保ちながら、将来も安定的な

サービスの提供に努めるために、公共施設の総合的な点検を行います。 

施設等の経年劣化、利用状況、必要経費及び今後の人口変動、町民のニーズの変化な

どを全体的に考慮し、統廃合等による公共施設の総数の削減を図るとともに、既存施設

の有効活用を図っていきます。 

既存施設の長寿命化に向けた修繕に取り組み、将来の維持費の縮減や平準化に向けた

取り組みを進めます。これまでの「壊れたから直す」「古くなったから建替える」と言

った画一的な考え方から脱却し、これからの時代に即した、住民満足度の高い公共サー

ビスの提供を目指し、随時、点検見直しを進めます。 
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（１）点検・診断等の実施方針 

 ①公共施設について 

 公共施設については、経年による劣化状況、外的負荷（天候・利用）による機能の低

下及び管理状況を把握するため、評価を行い、保全の優先度を判断していきます。定期

的な点検・診断により各施設の状態を正確に把握していきます。 

 

 ②インフラ資産について 

 維持管理費の節減のため、インフラ資産の長寿命化にも取り組みます。インフラの状

態の把握については、関係省庁のマニュアルにより、定期的な点検と対応を行います。

点検・診断の結果に基づき、最善の対策を適切な時期に講じていきます。 

 

（２）維持管理・修繕・更新等の実施方針 

 ①公共施設について 

 各施設の整備内容ごとの計画保全の期間を経過した既存施設は、安全性を確保するた

め、支障をきたさないよう必要な応急保全を行っていきます。実施にあたっては各施設

の評価結果を基に優先度をつけて実施していきます。更新する場合については、施設の

効率化の観点も鑑み、単独更新以外の統合や複合化も含めて充分な検討を行います。ま

た、耐用年数を経過した建物は、必要な調査・研究等を進め改築するのか、全面的改修

をしてさらに長寿命化を目指すのか、または統廃合等を進めるのか、抜本的な検討を進

めます。 

 

 ②インフラ資産について 

 長期的な維持管理・更新等に係るコスト縮減のため、そして、予算を平準化していく

ため、インフラの長寿命化を図ります。そのためには、大規模な修繕や更新、そして、

その時期の集中を出来る限り避けることが重要です。施設の性質・安全性や経済性を鑑

み、早期の予防修繕を実施します。維持管理コストは、管理や構造・技術等によって大
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きく変化するため、利用条件や環境等の各施設の状況を考慮し、優先順位をつけて対策

を講じます。また、新設・更新時には、維持管理が容易かつ確実に実施できるものにし

ていきます。 

 

（３）安全確保の実施方針 

①公共施設について 

 施設の点検、診断等により高度の危険性が認められた施設については、早期に安全

を確保する対策を講じていきます。また、老朽化等により大規模修繕等を行わなけれ

ば利用者の安全が確保できない施設は、今後の施設方針によって対処していきます。 

 

②インフラ資産について 

 インフラ資産の機能を継続的に発揮し続けるためには、経年劣化の他に地震等の災

害などの外力にも耐える必要があります。また、災害や事故に対する安全性について

も向上を目指します。 

 

（４）耐震化の実施方針 

  耐震基準を満たしていない施設については、優先順位と計画性を持って耐震診断を

行った上で、耐震基準に沿って耐震補強工事を完了してきています。 

 

（５）長寿命化の実施方針 

  老朽化が進む施設においても、今後も必要性に応じ施設の修繕を行い、計画的な保

全管理に努め、施設を長く大事に使用する「長寿命化」に取り組んでいきます。また、

長寿命化にも財政負担を伴うことから、全施設の状況を精査し優先順位を付け、計画

性を持って取り組みます。 
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（６）ユニバーサルデザイン化の推進方針 

年齢や障がいの有無に関わらず、全ての人にとって使いやすい施設の管理・運用を

目指します。 

 

（７）脱炭素化の推進方針 

本町において令和３年１２月に行ったゼロカーボンシティ宣言に基づき、2050 年

までに CO2 の排出実質ゼロを目指し、公共施設の維持管理においても、脱炭素化に

取り組みます。 

 

（８）統合や廃止の推進方針 

 将来の人口減少や施設の利用状況を考慮し、公共施設数の適正化を推進します。公

共施設の利用状況や利用用途、維持管理コスト等を勘定して、統廃合・再配置・他用

途への転換・多機能・複合化を推進します。利用率が低い施設については、運営改善

に取り組み、改善が見られない場合は統廃合も含めた検討を行います。 

使用予定のない建物については積極的に売払いを検討し、最適な施設規模を目指し

ます。公共施設の統廃合や廃止等により、町民の利便性に変化が伴うものについては、

十分な合意形成を図りながら実施するものとします。 

 

６：財源の確保 

  将来発生が見込まれる施設更新時期の集中を回避するために、計画的な予防保全に

努め、長寿命化と費用の平準化を図ります。また、上の修繕や更新においては、将来

負担の軽減を図るため、可能な限り各種有利な財源の確保に努めます。 
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７：フォローアップの実施方針 

（１）施設情報の情報管理 

  施設管理の基本方針を推進するために、Ｐ（計画）Ｄ（実行）Ｃ（検証・評価）Ａ

（改善）サイクルを活用し、進捗管理や必要に応じて見直しを行い、継続的に取り組

んでいきます。 

 

（２）町民、各課との認識の共有化 

  本計画を実行するため、公共施設の利用主体である町民と行政が問題意識を共有し、

将来の施設の在り方について広く議論していくために、施設に関する情報を積極的に

開示していきます。公共施設の配置の検討などについては、町民から意見を求めなが

ら認識の共有化を図っていきます。 

 


